
第7号様式(第5条関係) 

宿泊税経営休止・再開・廃止届出書 

年    月    日 

  大分県大分県税事務所長 殿 

  

住 所

又 は 所 在 地 
  

氏 名

又 は 名 称 
 

個人番号又は法人番号 

(右詰で記載) 
              

 大分県宿泊税条例第7条第7項から第9項までの規定により、次のとおり届け出ます。 

施 設 

所 在 地 

  

 

電話(    )   ―     

名  称 

 

施 設 番 号 

 

届 出 区 分 １ 休止     ２ 再開     ３ 廃止 

休 止 期 間 年  月  日   から  年  月  日 まで 

再 開 年 月 日 年  月  日 

廃 止 年 月 日 年  月  日 

休 止 又 は  

廃 止 の 理 由  

 

注 １  「個人番号又は法人番号」欄には、個人番号(行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。)又は法人番号

(同条第16項に規定する法人番号をいう。)を記載してください（個人番号の記載は任意

です。)。 

 ２ 廃止の場合は、旅館業法又は住宅宿泊事業法の規定による廃止届の写しと交付した宿

泊税特別徴収義務者証票を添付してください。 


